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ＴＥＣ-FORCEによる排水活動状況

平成３１年４月１日、頻発化・激甚化する自然災害へ迅速かつ円滑に対応することを目的に東北
地方整備局に“防災専属”の組織が設置されました。

迅速かつ円滑な災害応急対応のために、東北地方整備局の直属とし、部長級の「統括防災官」を
ヘッドとする防災専属１９名の組織を設置（令和７年度時点）しています。

これにより、災害時におけるTEC-FORCEの派遣調整・指揮命令体制を強化するとともに、平時か
ら自治体や警察、消防、自衛隊といった関係機関との緊密な連携体制の構築、広域災害が発生
した場合の他地整との調整・連携強化などを行っていきます。

災害対策本部（東北地方整備局）

防災室

災害対策マネジメント室

企画部長

防災管理官

防災情報調整官

東北地方整備局長

総括防災調整官

河川部長 道路部長 ・・・

・TEC-FORCEの後方支援 等

・情報通信設備全般

・災害対策本部の運営、各種計画・協定等の整備、
防災訓練の実施 等

・TEC-FORCEの派遣調整・指揮命令、 関係機関との連
携体制構築、 TEC隊員の訓練・研修 等

・重要事項の総括調整 等

・防災に関する事務の統括
・平常時・災害時の高度な調整

統括防災官

防災対策技術分析官 ・TEC-FORCE活動関係全般
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東北地方整備局の防災グループ（H31年4月設置）

防災グループ
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※同一事象で災害対策本部と災害対策支援本部が立ち上がった 場合は、別カウントとして集計

災害対策本部の設置状況（R6.4～R7.12設置回数）

令和６年度（４７回） 令和７年度（３４回）※12月末時点

【注意体制（支援）】
「日向灘を震源とする地震（M7.1）」により、
初めて「南海トラフ地震臨時情報」が発表さ
れ、災害対策支援本部を設置1回

【注意体制】
岩手山に噴火警報（噴火警
戒レベル２）発表を受け、
災害対策本部を設置1回

【非常体制】
9月2日から3日にか
けて、秋田県を中
心に前線に伴う降
雨により、災害対策
本部（非常体制）を
設置1回

【非常体制】
7月24日から25日に
かけて、秋田県・山
形県を中心に前線
に伴う降雨により、
災害対策本部（非
常体制）を設置1回
※他地整から広域
TEC-FORCEも派遣
され支援本部（非常
体制）も設置

【警戒体制（支援）】
2月26日に発生した大船渡
市の山林火災に対する支
援のため災害対策支援本
部（警戒体制）を設置

【非常体制】
「青森県東方沖を震源とする震度6強、
津波警報」により災害対策本部（非常体
制）を設置1回
「日本海溝・千島海溝沿いの領域での地
震（M7.4）により、初めて「北海道・三陸
沖後発地震注意情報」が発表され、1週
間、特別な注意の呼び掛け期間
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令和6･7年度体制設置回数（月別・災害別） 地震 風水害 雪害 火山 その他 災害支援
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自治体との連携・支援

市町村長と国交省（事務所長等）との直接連絡を取れる体制のこと。
特に水害では、今後の危険性を直接伝えることで、避難指示等の判断に役立てて貰う。
その他の災害においても、様々な情報交換や要請等を直接伺う。
事前防災や初期段階における情報交換としても活用。

１．ホットライン

国交省が被災自治体へ派遣する「災害対策現地情報連絡員」のこと。
語源はフランス語の「Liaison：仲介、橋渡し役」。
情報収集や支援ニーズを把握し、自治体や関係機関と国交省のパイ
プ役として活動する。

２．リエゾン

国交省が被災自治体へ派遣する「緊急災害対策派遣隊」のこと。
リエゾンが把握した被災自治体のニーズに応じて被災状況調査、道
路啓開や浸水解消などの応急復旧支援、災害復旧に向けた助言、災
害対策機械・防災資機材の貸与を行う。

３．TEC-FORCE （テックフォース）

災害時の自治体との連携・支援は、災害の場面に応じた複数の手段により、自治体に
寄り添う対応をしています。
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［直接死を防ぐ］［直接死を防ぐ］

［関連死を防ぐ］［関連死を防ぐ］

ホットライン・リエゾンに期待される情報収集

避 難

救 助

物資提供

被災者支援

• 災害に巻き込まれ
ないよう避難を促す

• 災害に巻き込まれた人
を一刻も早く救助する

• 命を繋ぐための物資を
孤立集落に提供する

• 避難生活での環境悪化
による関連死を防ぐ

72ｈ(３日)

被害を軽減し、一人でも多くの命を守るために、住民目線で情報収集にあたる。

発災
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は

（水害のとき）

＜欲しい情報＞＜欲しい情報＞

避難指示の発令状況
住民の避難状況

一般被害の状況
（人、家屋、ライフライン、交通の途絶）
被害の規模

災害に巻き込まれた人の状況
（場所、人数）

孤立集落の状況
（場所、人数、ライフラインの途絶）

ライフライン（電気、ガス、水道、通信）
の途絶状況
生活必需品（食料、水、毛布）
の不足状況

など

など

など

など
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TEC-FORCE班の主な活動内容

TEC-FORCEは、効率的な活動を行うため、必要に応じ、地域別又は実施内容別に幾つ
かの班を構成します。
実施内容別の班構成は以下のとおりなっており、各班にロジ担当を随行させるなど、被
災規模や被災形態に応じて、適切な班構成とします。

１．リエゾン

２．先遣班

３．先遣調査班

４．現地支援班

５．情報通信班

６．高度技術指導班

７．被災状況調査班

８．応急対策班

９．給水支援班

10．広報班

11．除雪情報班

12．乗員保護班

13．現場乗員保護班

14．ロジ担当 7
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TEC-FORCE班の主な活動内容



○災害対策用ヘリコプターにより、広域にわたる被災状況調査を実施。
○全国の地方整備局で９機配備、地方整備局間で連携を図り被災状況調査を実施

～被災状況調査班（広域調査グループ）～

9

TEC-FORCE班の活動状況

■みちのく号（東北地整）

■あおぞら号（関東地整） ■ほくりく号（北陸地整）

令和7年7月30日_カムチャッカ半島付近を中心とする地震で活躍令和7年9月2日からの前線に伴う降雨による被害で活躍

令和7年12月8日_青森県東方沖を震源とする地震で活躍

搭乗者がリアルタイムで被災状況を報告 災害対策本部（東北地整）でリアルタイム配信

自治体へ防災ヘリ映像をリアルタイムで共有

東北地整合同庁舎屋上ヘリポート



○ＴＥＣ隊員による現地踏査により、公共土木施設等の被害状況を調査し、被災箇
所の早期把握を実施。

○被災状況調査班は、調査対象施設によって道路調査班、河川調査班、砂防調査班、
港湾調査班、下水道調査班、土砂災害危険箇所調査班、被災建築物調査班、被災
宅地危険度判定班等がある。

○Ｈ２８年８月の台風１０号災害より、ＵＡＶ(ドローン)調査班の派遣も実施。

河川の被災箇所の最前線へ向かう隊員（平成28年台風１０号・岩泉町）

～被災状況調査班（現地調査グループ）～
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TEC-FORCE班の活動状況



○国が保有する衛星通信車、Ku-SAT(小型画像伝送装置)等の機材を活用し、被災地
の映像情報配信や災害対策に係る被災地の通信回線を確保。

宮古市花原市地区の道路啓開現場に設置されたKu-SAT （平成28年 台風第１０号）

福島県玉川村・鏡石町、宮城県丸森町での通信設備の設営状況 （令和元年 台風第１９号）

～情報通信班～

11

TEC-FORCE班の活動状況



TEC-FORCE 登録隊員構成

北海道開発局
２，３８４名

東北地方整備局
１，６９７名

沖縄総合事務局
１６４名

関東地方整備局
２，０３５名

北陸地方整備局
１，０４５名

中部地方整備局
１，８７７名

近畿地方整備局
１，５５９名

四国地方整備局
１，０２７名

中国地方整備局
１，２１５名

九州地方整備局
１，３０３名

○隊員は地方整備局等の職員を中心に１７，８８７名が指名。災害の規模に応じ

て全国から被災地に出動。 （※令和７年４月時点）

地方整備局等
８１％（１４，３０６名）

本省 １％
（２２０名）

地方運輸局等、
航空局

５％（９００名）

国土技術政策総合研究所、
国土地理院

１％（２２２名）

気象庁 １２％
（２，２３９名）

TEC-FORCEの隊員数
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東北地整
約290人/日

北海道
約380人/日

北陸地整
約190人/日

中部地整
約210人/日

近畿地整
約220人/日

中国地整
約170人/日

四国地整
約120人/日

九州地整
約290人/日

■TEC-FORCE広域派遣 ■対象災害

• 東京23区の区域において震度6強以上が観測された場合
• 東京23区の区域で震度6強以上の震度が観測されない場合でも、１都３県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）の

区域において相当程度の被害が生じていることが見込まれる場合

首都直下のM7クラスの地震のケースを想定
・都心南部直下地震
・震度６強（東京、埼玉、千葉、神奈川）
・震度６弱（茨城）

災害対策用機械、通信設備、
港湾業務艇等を50台規模で
派遣

「首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画」(平成29年8月、国土交通省)

「首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画（応援計画）」（平成31年3月 東北地方整備局）

⇒首都直下地震発生後、被災地域への迅速な応援活動を実施すべく各地整で応援計画を策定

首都直下地震におけるTEC-FORCE活動計画

■初動対応を行う基準 （具体的な応急対策活動に関する計画：中央防災会議幹事会より）

13



九州
四国

近畿

北海道

北陸

中国

東北

中部

関東

・TEC-FORCE（全国）
日最大約 2,250 人/日

・災害対策用機械 約 565 台
・災害対策用船舶 43 隻

【 動員計画のイメージ 】

受援地整

応援地整

「南海トラフ地震におけるTEC-FORCE活動計画」(令和2年12月改訂(平成28年8月決定))国土交通省)

「南海トラフ地震におけるTEC-FORCE活動計画（応援計画）」(令和3年6月策定 東北地方整備局）

⇒南海トラフ地震の発生後、被災地域への迅速な応援活動を実施すべく各地整で応援計画を策定

「南海トラフの巨大地震モデル検討会（内閣府）」において設定された想定震源断層域と重なる区域であり、下記のいずれかに該
当する場合。
• 中部、近畿及び四国・九州の3地域のいずれにおいても震度6強以上の観測又は大津波警報の発表のいずれかがあった場合
• M8.0以上の地震が発生し、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」が発表される可能性がある場合

東北地整からの派遣規模
TEC-FORCE  約290人/日
災害対策用機械 約50台/日
港湾業務艇 4隻(最大)
災害対策用へり 1機

＜広域派遣；自動発進＞
出動判断基準により、被害ケー
スに応じて派遣先を決定

＜前進配備；自動発進＞
中部・近畿地方の広域進出拠点
に進出後、被害状況に応じて、
本省の指示により派遣先を決定

＜自動発進＞

本省の指示を待たずに、出動判断基準により、直
ちに派遣準備を開始し、速やかに受援地整に出動

■TEC-FORCE広域派遣

【強震波形４ケースと経験的手法の震度の最大値の分布】

■被害想定

【全割れ全11ケースの最大包絡の津波高】

南海トラフ地震におけるTEC-FORCE活動計画

東北地整
約290人/日

■初動対応を行う基準 （具体的な応急対策活動に関する計画：中央防災会議幹事会より）
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「日本海溝・千島海溝地震におけるTEC-FORCE活動計画」（令和６年３月決定 国土交通省）

「日本海溝・千島海溝地震におけるTEC-FORCE活動計画（受援計画・初動対応マニュアル）
（令和7年3月策定東北地方整備局）

⇒地震の発生後、被災地域への迅速な応援活動を実施すべく各地整で応援計画を策定

日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震の活動計画

「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会（内閣府）」において設定された想定震源断層域と重なる区域であり、下記のい
ずれかに該当する場合。
• 青森県、岩手県、宮城県のいずれの地域においても震度6弱以上の震度が観測され、かつ、1道6県（北海道、青森県、岩手県、宮

城県、福島県、茨城県、千葉県。以下同じ）のいずれの地域においても、大津波警報の発表があった場合
• 北海道において、震度6強以上の震度が観測され、かつ、1道6県のいずれの地域においても、大津波警報の発表があった場合

■初動対応を行う基準

■TEC-FORCE広域派遣
●巨大地震は２つの領域（日本海溝モデル・千島海溝モデル）で設定されて

おり、それぞれが異なる被害規模となるため、それぞれの受援計画を策定

TEC-FORCE隊員の派遣規模
（日本海溝地震）

２２０

応援
計８００

+
３８０

応援
計７１０

+
自地整
２９０

３１０２１０

１９０

２２０

１７０

１２０

２９０

７０

近畿中国

九州

四国

中部

北陸

関東

東北

北海道

計１１２０
+

３８０

応援
計３９０

+
自地整
２９０

３１０２１０

１９０

２２０

１７０

１２０

２９０

近畿中国

九州

四国

中部

北陸

関東

東北

北海道

８０

１３０

TEC-FORCE隊員の派遣規模
（千島海溝地震）

■被害想定 日本海溝地震・千島海溝地震の津波高・震度分布

（具体的な応急対策活動に関する計画：中央防災会議幹事会より）

■東北地整管内における応援派遣

【直轄支援】 派遣人数：９６人
・被災地域の国交省事務所が災害時にも継続すべき直轄業務を、 事務所間で支援
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平成27年9月関東・東北豪雨平成23年3月 東日本大震災

近年多発している災害から国民

の生命、財産を守ることや被害を

最小限にくいとめるなど安全の確

保のため、円滑な防災体制、迅速

な災害復旧に資するため、災害対

策用機械の配備・拡充を図ってい

る。

災害時には速やかに現場へ災害

対策用機械を出動させ、応急対策

の指揮、情報連絡、復旧作業等を

行っている。

■ 災害対策用機械を派遣し、迅速な情報収集、応急対策、復旧作業等を行う ■

７．災害対策機械について
災害対策用機械の配備等について

16



災害対策用機械・通信設備管理運営要
領により東北地方整備局管内を４ブロッ
クに分割し配備している。

災害対策用機材一覧
（情報通信系）

機材等名称 数量

可搬型Ku-SAT 19

公共BB 8

i-RAS 20

K-λ（車載式） 555

K-λ（ハンディ式） 577

イリジウム携帯 10

特定小電力無線機 10

携帯式GPS 19

レーザー測距計 60

ウェアラブルカメラ 38

機械名称 数量

防災ヘリコプター 1

Car-SAT 1

対策本部車 6

待機支援車 4

衛星通信車 4

排水ポンプ車 58

照明車 38

分解対応型バックホウ 2

土のう生成機 4

橋梁点検車 4

トンネル点検車 4

応急組立橋 6

水中探査装置 1

災害対策用機械一覧

防災ヘリコプター
（仙台空港）

Car-SAT
（東北技術）

災害対策用機械の配備状況
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排水ポンプ車

照明車

（２）夜間作業支援

（１）排水・水防支援

土のう造成機

衛星通信車

（３）通信確保支援

Ｋｕ－ＳＡＴ

派遣可能な災害対策用機械

スターリンク（Ｒ７年３月に導入！）

18

災害対策用機械（その１）



応急組立橋

（４）応急橋梁支援 （５）無人施工支援
遠隔操縦分解型バックホウ

対策本部車 待機支援車

（６）現地対策本部、待機支援のスペース確保

遠隔操縦

遠隔操縦＋分組

派遣可能な災害対策用機械

災害対策用機械（その２）
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橋梁点検車（歩廊式） 橋梁点検車(バケット式）

（７）緊急調査支援

水中探査装置
防災対策ヘリコプター（みちのく号）

操縦士等含め最大１６人搭乗可能

派遣可能な災害対策用機械

Car-SAT

災害対策用機械（その３）
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港湾業務艇（全国２５隻、東北4隻）

（８）災害対策用船舶 ※東北所有で派遣可能な船舶は港湾業務艇4隻

海洋環境整備船（中部）

大型浚渫兼油回収船（中
部） 防災フロート（北海道）

派遣可能な災害対策用機械

災害対策用機械（その４）
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防災関係機関等との連携体制

・陸上自衛隊 東北方面隊
・航空自衛隊 航空救難団
・警察庁 東北管区警察局
・海上保安庁 第二管区海上保安本部
・宮城県（消防ヘリ） ・仙台市（消防ヘリ）

１．仙台合同庁舎B棟ヘリポートの利用

・陸上自衛隊 東北方面隊
・警察庁 東北管区警察局
・海上保安庁 第二管区海上保安本部
・東北運輸局 ・気象庁 仙台管区気象台
・青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島の各県及び一部市町村

・NHK、東北6県内の全民放局、J:COM（宮城県内の一部）

２．災害情報の共有（定点カメラ映像、ヘリ調査映像などの提供）

・建設業関係（19団体）
・建設コンサルタント業、測量業関係（9団体）
・ロードサービス業関係（3団体）
・資機材レンタル業関係（1団体）

３．災害時の応急対策業務（応急復旧工事の施工・被災調査協力）

災害時の防災関係機関等との連携は、主に３つの分野での協定による連携を主として
おり、定期的な確認や訓練により、連携の実効性を確保しています。

定期的な連絡体制確認

防災訓練時の連携

連携の実効性を確保する取組み

▲災害対策用ヘリから撮影された航空写真
（令和6年7月 梅雨前線に伴う降雨/山形県）

▲協力業者による応急復旧状況（鮭川）
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非常体制

7月24日から梅雨前線が北日本に停滞し、台風3号から前線に向かって暖かく湿った空気が流入することにより前線が活発化、秋田県や山形県を中心に大雨となった
秋田県内の本荘由利地域や湯沢雄勝地域には24日（水）16:58に、大雨警報（土砂災害）を発表。山形県では線状降水帯が発生し、25日（木）13時07分、23時40分に庄
内・最上地域に大雨特別警報が発表された
子吉川水系石沢川では氾濫危険水位を超過し、25日(木）2:10に石沢川(左岸1.0k)で堤防の決壊が発生⇒同時刻に非常体制を発令し、災害対策本部を設置
市町村長等と東北地方整備局が直接連絡を取り合うことができるホットラインを秋田・山形県庁及び2県の11市12町4村で構築し、災害情報の共有や要請を伺った
7月24日からリエゾンを秋田・山形県庁及び2県の5市５町3村に派遣し、被災地方公共団体の被害状況やニーズを把握し必要な支援を実施

令和6年7月 秋田山形豪雨災害（梅雨前線に伴う降雨）①

大雨の雨域:秋田県
本荘由利地域
湯沢雄勝地域

7月24日～25日にかけての天気図［気象庁HP］

秋田・山形県を中心とした雨雲レーダ
［日本気象協会HP］

大雨の雨域:山形県
庄内地域
最上地域

【記録的短時間大雨情報】
秋田県 北秋田市南部付近 約100㎜/h（7月25日22時00分発表）
秋田県 上小阿仁村付近 約120㎜/h（7月25日21時50分発表）
秋田県 五城目付近 約120㎜/h（7月25日21時50分発表）
秋田県 上小阿仁村付近 約100㎜/h（7月25日21時40分発表）
秋田県 五城目付近 約100㎜/h（7月25日21時40分発表）
山形県 遊佐町付近 約110㎜/h（7月25日9時10分発表）
山形県 酒田市北部付近 約100㎜/h（7月25日9時10分発表）
山形県 酒田市南部付近 約100㎜/h（7月25日9時０0分発表）

R6.7.24 18:00
秋田県にかほ市
両前寺観測所[秋田河国]
88mm/h

R6.7.25 9:34
山形県酒田市
酒田観測所[気象庁]
86mm/h

災害対策本部会議

▲災害対策本部会議 ▲災害対策本部会議 ▲酒田河国とのweb会議

被災地方公共団体へのリエゾン派遣

▲被災地方公共団体の被害状況やニーズを把握するためのリエゾン活動の様子

被災状況

▲子吉川の堤防決壊 ▲最上川の氾濫 ▲E7日道東 路面陥没 ▲国道47号 道路崩壊

のべ３２０名を派遣（7/24～8/19）

23

東北地方整備局



非常体制

7月29日から8月20日の23日間でのべ2,278人のTEC-FORCEを秋田・山形県内の自治体に派遣。東北地整の他に関東・北陸・中部の各地整による応援を含め各自治
体における被災状況調査を実施
派遣先自治体（【秋田県】由利本荘市、上小阿仁村、【山形県】酒田市、新庄市、最上町、舟形町、庄内町、真室川町、戸沢村、鮭川村）
自治体要請による応急対策支援として、排水ポンプ車、照明車を秋田・山形県内に派遣

被災した施設の復旧に関する課題解決に向けた連携・協力を図るため、関係機関による連絡調整会議を開催

■先遣調査班の活動状況

酒田市長へ調査成果の手交
「暑い中、調査をしていただきありがたい」

（酒田市長）

現地調査状況（酒田市）

調査概要を説明（酒田市）

■被災状況調査班の活動状況 ■災害対策用機械の活動状況

■関係機関と連携した活動状況

【被災状況調査班による各自治体等への調査結果報告】

防災へりによる現地調査 道路被災状況調査（由利本荘市） 道路の亀裂・段差を計測（舟形町）

協定による民間業者と連携したドローンによる調査 護岸洗掘箇所の計測（上小阿仁村） 東北地方防災エキスパートと連携した被災状況調査

ドローンを用いた現地調査状況（鮭川村） 中部地整による道路被災状況調査（鮭川村） 協定業者による応急復旧状況（最上川）

排水ポンプ車・照明車（子吉川） 排水状況（子吉川）

仙台管区気象台との合同記者会見 鉄道等の災害復旧に係る事業間連携に関する地方連絡調整会議

電力・通信復旧に向けた電力・通信事業者及び道路の連絡調整会議 上下水道の災害復旧にかかる連絡調整会議

建設部長へ調査成果の手交（山形県庄内総合支庁）
「いただいた報告書を最大限に活用し、

速やかな災害復旧に取り組みたい」（建設部長）

真室川町町長へ調査成果の手交（真室川町）
「連日、猛暑のなか現場作業をしていただき

心から感謝申し上げます。」（真室川町町長）

河川・道路、両班の合同により
上小阿仁村村長へ調査成果の手交（上小阿仁村）
「いただいた調査結果をもとに早急な災害復旧に繋げたい」

（上小阿仁村村長） 調査結果の説明（由利本荘市）
河川・河川砂防・道路の合同により ※関東・中部地整はWeb参加
由利本荘市長へ調査成果の手交（由利本荘市）
「各地方整備局のご協力、ご支援に心より感謝」（由利本荘市長）

【河川班】
手交後、報道関係者の取材を受ける班長（由利本荘市）

令和6年7月 秋田山形豪雨災害（梅雨前線に伴う降雨）②
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能登半島地震時の東北地方整備局では広域TEC-FORCEを派遣しました

※一部ほか地方整備局の写真が掲載されています。
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令和6年1月1日

能登半島地震 広域TEC-FORCEによる自治体支援 東北地方整備局



○令和7年9月2日から3日にかけて、低気圧や前線の影響で秋田県を中心に大雨となり、能代市、北秋田市、大館市では１時間に
50ミリ以上の非常に激しい雨を観測した。

○24時間降水量は、北秋田市で236.5ミリ、鹿角市で222.0ミリ、大館市で205.0ミリ、能代市で181.5ミリを観測し、観測史上１位の値
となった。

○この大雨により、国及び県管理の米代川や内川川等の４水系１９河川で浸水被害 約680haが浸水したほか、最大77世帯197人
の孤立（解消済み）、81戸の断水（解消済み）が発生。

○国土交通省では、防災ヘリによる被災状況調査を実施。（浸水住宅多数確認） ※リアルタイムで自治体にヘリ映像を共有
○道路では、最大で１７路線１７箇所（直轄国道１路線１箇所、補助国道３路線３箇所、地方道１３路線１３箇所）で路面冠水や土砂

流入が発生し全面通行止めとなった。現時点では補助国道１箇所、地方道３箇所で全面通行止めが継続されている。

24時間降水量の分布図（9月3日）

自治体へ防災ヘリ映像をリアルタイムで共有
［能代市役所］

三種川の氾濫状況
（秋田県三種町）

①

画像①

悪土川の氾濫状況※防災ヘリ映像
（秋田県能代市）

悪土川の氾濫による住宅浸水状況※防災ヘリ映像
（秋田県能代市）

国道７号の路面冠水状況
（秋田県能代市）

内川川の氾濫状況
（秋田県五城目町） 防災ヘリによる被災状況調査
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〔むつ小川原港〕
7月30日 14時54分最大波0.4ｍ

〔八戸港〕
7月30日 19時16分最大波0.8ｍ

〔久慈港〕
7月30日 13時52分最大波1.3ｍ

〔大船渡〕
7月30日 18時00分最大波0.4ｍ

〔仙台港〕
7月30日 23時20分最大波0.9ｍ

〔いわき市小名浜〕
7月31日 0時26分最大波0.6ｍ

〔石巻港〕
7月30日 14時23分最大波0.7ｍ

〔相馬港〕
7月30日 21時57分最大波0.7ｍ

令和7年7月30日

カムチャツカ半島付近の地震に伴う津波対応
警戒体制

東北地方整備局

７月３０日１７時４８分発表
津波に関する情報５７報［気象庁HP］

＜凡 例＞

7月30日8時25分頃に発生したカムチャツカ半島付近を震源とする地震により、8時37分に青森県太平洋沿岸、岩手県、宮城県、福島県
に津波注意報が発表され、9時40分には津波警報となった。
青森県、岩手県、宮城県、福島県の太平洋側の東北４県にまたがり津波警報が発表されたのは東日本大震災以来１４年ぶり
管内の津波最大波は30日13時52分に久慈港で観測した１．３ｍ
8月1日12時時点で、インフラ関係の被害なし（養殖いかだの被災報道あり）

地方公共団体へのリエゾンの派遣

防災ヘリコプターによる被災状況調査

災害対策本部体制の推移
・注意体制設置 令和７年７月３０日（水） ８時３７分
・警戒体制移行 令和７年７月３０日（水） ９時４０分
・注意体制移行 令和７年７月３１日（木）１６時３０分
・注意体制解除 令和７年８月 １日（金）１５時５０分

ホットラインは、４県及び４７市町村と構築
リエゾンは、青森県、岩手県、宮城県、福島県及びいわき市に延べ１４名派遣
し、本部会議や被災情報の把握に努めた
防災ヘリコプターによる被災状況調査を実施

広報班によるX投稿

▲防災ヘリコプターによる三陸沿岸の状況調査

▲青森県庁 災害対策本部会議に出席
27



２．体制発令（令和7年12月9日9:00時点）
①災害対策本部 非常体制設置 令和７年１２月８日(月) ２３時１５分
②災害対策支援本部 警戒体制設置 令和７年１２月９日(火) ００時２５分

３．ホットライン（令和7年12月9日9:00時点）
①本局構築状況 ３県（青森県、岩手県、宮城県）構築済み
②事務所構築状況 東北３県の２０市、２３町、６村、計４９市町村、構築済み

４．ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（令和7年12月15日15:00時点）
①防災ヘリ みちのく号出動 青森県八戸市～岩手県沿岸、八戸市、東北町直轄・補助国道を主に調査（帰還済み）
②リエゾン ・県 青森県（帰還済み）、岩手県（帰還済み）・市町村 震度６強の八戸市をはじめ２市町（町帰還済み）

計５自治体へ延べ １４人を派遣
③ＮＴＴ青森八戸ビル鉄塔復旧に係る技術支援チーム関係（事務局青森県）

高度技術指導班１名 応急対策班１名 TEC-FORCEパートナー１社
５．一般被害情報

・家屋被害 青森県火災発生２件（令和7年12月10日時点）
・ライフライン 停電 青森県500戸 岩手県300戸（令和7年12月9日0時時点）

断水 青森県440戸（令和7年12月9日9時時点） 岩手県65戸（令和7年12月9日15時時点）
・鉄道（運休） 新幹線１路線、在来線７路線、私鉄２路線（令和7年12月9日9時時点）

【概要】

・令和7年１２月８日２３時１５分頃、青森県東方沖を震源とする地震が発生（最大震度６強《青森県八戸市》震度６弱《青森県おいらせ町、階上町》）

・北海道太平洋沿岸中部、青森県太平洋沿岸、岩手県で津波警報が発表

・同年１２月９日２時に気象庁が「北海道・三陸沖後発地震注意情報」を発表（呼びかけ期間 12月１６日０時まで）

〔久慈港〕
12月9日 01時09分
最大波0.7ｍ

１．地震の概要（令和7年12月8日気象庁報道発表）
①発生日時 １２月８日 ２３時１５分
②マグニチュード ７．６
③場所および深さ 青森県東方沖（八戸の東北東８０㎞付近）深さ５０㎞
④各地の震度【最大震度６強】青森県八戸市（はちのへし）で最大震度６強を観測した他、北海道から近畿にかけて
震度６弱～１を観測

⑤津波警報等の発表状況 ８日２３時１７分 津波注意報発表 ２３時２３分 津波警報に移行
９日０２時００分 北海道・三陸沖後発地震注意情報

むつ小川原港 0.4m
八戸港 0.4m
久慈港 0.7m
宮古港 0.2m
釜石港 0,2m
大船渡港 0.2m
石巻鮎川港 0.2m
仙台港 0.2m
相馬港 0.2m

第1回 国土交通省特定災害対策本部会議（金子大臣発言） 災害対策室での対応状況 ヘリによる調査（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ派遣） 被害情報把や支援ニーズの把握（八戸市リエゾン）

津波観測港一覧

令和7年12月8日

青森県東方沖を震源とする地震対応
非常体制

東北地方整備局
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